
鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32 年鳥取県規則第 22 号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金（以下

「本補助金」という｡）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、県内の中小企業者等が事業継続計画（以下「BCP」という。）の策定、

その実効性向上のための BCP の改善及び必要な防災措置並びに地域住民の安心・安全に

資する活動を行う場合に要する経費を支援し、もって県内中小企業等の災害対応力の強

化を図るとともに、地域全体の防災力向上を推進することを目的として交付する。 
 
（定義） 
第３条 この要綱において、「中小企業者等」とは、次のいずれかに該当する者をいう。 
（１） 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第２条第１項に定める中小企業

者であって、県内に本店、支店、営業所、事務所その他名称の如何を問わず、事業を行

うために必要な施設を有するもの。 
（２） 前号に掲げる者のほか、鳥取県と災害時応援協定を締結しているなど、商工労働部

長が本補助金による支援が必要と認める者 
２ この要綱において、「BCP（Business Continuity Plan）」とは、災害や事故など予期せ

ぬ出来事が発生した際に、事業への影響を最小限に抑えるとともに、停止した事業を目標

とする時間内に再開させるため、予め定めておく行動計画であって、次に掲げる要件を満

たすものをいう。 
（１） BCP で対象とする重要な業務とその目標復旧時間が設定されていること。 
（２） 非常時に対応するための体制や役割、対応方法等が定められていること。 
（３） 非常時に不可欠となる物資の備蓄やデータのバックアップ等、最低限の事前対策が

計画されていること。 
（４） 社員や非常時に連絡すべき重要な顧客・取引先等の連絡先が整備されていること。 
（５） 社内での教育や演習、BCP の継続的な改善方法が定められていること。 
３ この要綱において「専門家」とは、次のいずれかに該当するものをいう。 
（１） 特定非営利活動法人事業継続推進機構が認定する事業継続主任管理者の資格を有

する者 
（２） 国際標準化機構が定めた規格 ISO22301（2012）又は英国規格協会が定めた規格

BS25999 の認証を取得している企業において、中心となって事業継続マネジメントシ



ステムの運用を実践している者 
 
（補助金の交付） 
第４条 県は、第２条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助

事業」という。）を行う同表の第２欄に掲げる者（以下「補助対象者」という。）に対し、

同表の第３欄に掲げる期間に実施した事業を対象として、予算の範囲内で本補助金を交

付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第４欄に掲げる経費（国、市町村その他の団

体からの補助等の対象となるものを除く。以下「補助対象経費」という。）の額（仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額と、当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて

得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に、同表の第５欄に定める率（以下「補

助率」という。）を乗じて得た額（当該額に千円未満の端数がある場合はこれを切り捨て

た額とし、同表の第６欄に定める額を限度とする。）以下とする。 
３ 鳥取県産業振興条例（平成 23 年鳥取県条例第 68 号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実

施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 
 
（交付申請の時期等） 
第５条 本補助金の交付申請は、商工労働部長が別に定める日までに行わなければならな

い。 
２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様

式第１号及び様式第２号によるものとする。 
３ 規則第５条の申請書には、前項に定めるもののほか、商工労働部長が別に定める書類を

添付するものとする。 
４ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでな

いときは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助

率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をする

ことができる。 
 
（交付決定の時期等） 
第６条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から 30 日以内に行うも

のとする。 
２ 本補助金の交付決定通知は､様式第３号によるものとする｡ 
３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第４条第２項の規定にかかわら

ず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、



仕入控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された

場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応

する額を減額するものとする。 
 
（承認を要しない変更） 
第７条 規則第 12条第１項の知事が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 
（１） 本補助金の増額を伴う変更 
（２） 交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の低下をもたらすおそれのある補助事

業の内容、経費の配分その他の事項の変更 
２ 前条第１項の規定は、規則第 12 条１項に規定する変更等の承認について準用する。 
３ 規則第 12 条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第１号及び様式第２号とする。 
 
（実績報告の時期等） 
第８条 規則第 17 条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる

日までに行わなければならない。 
（１） 規則第 17 条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止

若しくは廃止の日から 20 日を経過する日 
（２） 規則第 17 条第１項第３号の場合にあっては、補助事業の完了予定年月日の属する

年度の翌年度の４月 20 日 
２ 規則第 17 条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類

は、それぞれ様式第２号及び様式第４号によるものとする。 
３ 規則第 17 条第１項の報告書には、前項に定めるもののほか、商工労働部長が別に定め

る書類を添付するものとする。 
４ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、そ

の時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付

決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助

対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 
５ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、そ

の額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交

付決定控除税額）を超えるときは、様式第５号により速やかに知事に報告し、知事の返還

命令を受けて、その超える額に対応する額を県に返還しなければならない。 
 
（補助金の支払い） 
第９条 知事は、規則第 18 条第１項の通知の後、速やかに補助事業者に対して補助金を支

払うものとする。 
 



（財産の処分制限） 
第 10 条 規則第 25 条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産に

ついては、知事が別に定める期間）とする。 
２ 規則第 25 条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 
（１） 取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具 
（２） その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に

定めるもの 
３ 第６条第１項の規定は、規則第 25 条第２項の承認について準用する。 
 
（雑則） 
第 11 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、

商工労働部長が別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成 30 年 10 月 30 日から施行する。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 
（BCP 策定支援補助要綱の廃止） 
２ 鳥取県中小企業 BCP 策定支援事業補助金交付要綱（平成 28 年６月 21 日付第

201600049875 号商工労働部長通知。以下「旧 BCP 策定支援補助要綱」という。）は、平

成 31 年３月 31 日限り廃止する。 
（経過措置） 
３ この要綱の施行の日前に、改正前の鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付要

綱（以下「旧要綱」という。）又は廃止前の旧ＢＣＰ策定支援補助要綱に基づき補助金の

交付決定を受けた事業の取扱いについては、それぞれ、なお従前の例による。 
４ 改正後の鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付要綱（以下「新要綱」という。）

別表中「７ 利用回数」の欄の規定の適用については、旧要綱に基づき実施した事業の実

績を新要綱に基づく「中小企業災害対応力強化支援事業（防災措置型）」の利用実績と、

旧 BCP 策定支援補助要綱に基づき実施した事業の実績を新要綱に基づく「中小企業災害

対応力強化支援事業（BCP 策定・改善型）」の利用実績とそれぞれみなす。 
 

附 則 
１ この要綱は、令和２年１月６日から施行する。 



２ この要綱の施行の日前に、改正前の鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付要

綱に基づき補助金の交付決定を受けた事業の取扱いについては、なお従前の例による。 
 



別表（第４条関係） 
１ 補助事業 中小企業災害対応力強化支援事業 

防災措置型 地域連携型 BCP 策定・改善型 

２ 補助対象

者 

BCP を策定し、又は策定しようと

する県内の中小企業者等のうち、

県内に所在する事業所における

BCP の実効性の向上や災害対応力

の強化のため必要な防災措置を行

おうとするもの。 

BCP において地域住民の安心・安

全に資する活動等を定めている県

内の中小企業者等で、自治会・町

内会等と当該活動にかかる協定等

を締結しているもの。 

BCP の策定又は改善を行おうとす

る県内の中小企業者等 

３ 補助期間 交付決定の日から交付決定を受けた年度の３月 31 日まで 

４ 補助対象

経費 

BCP の実効性向上や災害対策の

強化を行っていく上で必要となる

以下に掲げる防災設備の導入等

（災害等発生時以外の平時におい

て専ら使用されうるもの又は法令

上備え付けることが義務付けられ

ているものの購入を除く。）に要す

る経費。 

ただし、当該導入等に関連する

経費であっても、直接人件費、設

備導入等以降に必要となるリース

経費、維持管理経費等は対象とし

ない 

（１）自家発電装置、蓄電池等の

購入及び設置に要する経費 

（２）緊急地震速報システム、従

業員等の安否確認を行うた

めのシステムの導入に要す

る経費 

（３）非常時対応のための通信機

器等の導入に要する経費 

（４）データバックアップサーバ

ー、データバックアップシ

ステムの導入に要する経費 

（５）飛散防止フィルム、転倒防

止装置等の購入及び設置に

要する経費 

（６）土嚢、止水板、排水ポンプ等

の購入に要する経費 

（７）従業員の安全確保のために

必要となる備蓄品（非常食、

簡易トイレ、毛布等）の導

入に要する経費 

（８）その他商工労働部長が必要

と認めた措置に要する経費 

BCP に基づき地域住民の安心・

安全に資する活動等を行う場合に

必要となる以下に掲げる備品及び

備蓄品の導入等（災害等発生時以

外の平時において専ら使用されう

るもの又は法令上備え付けること

が義務付けられているものの購入

を除く。）に要する経費。 

ただし、当該導入等に関連する

経費であっても、直接人件費、設

備導入等以降に必要となるリース

経費、維持管理経費等は対象とし

ない。 

（１）電力の地域開放（蓄電池、自

家発電機、災害用携帯充電

器等）に要する経費 

（２）地域住民に提供する備蓄品

（非常食、簡易トイレ、毛

布等）の導入に要する経費 

（３）社屋等を避難所として提供

する場合（災害対策基本法

（昭和 36 年法律第 223 号）

に基づき市町村長により

「指定緊急避難場所」に指

定されているものに限る。）

に必要となる設備等（土嚢、

止水壁、排水ポンプ等）の

導入に要する経費 

（４）その他商工労働部長が必要

と認めた措置に要する経費 

専門家を活用した BCP 策定又は

改善に要する経費で、次に掲げる

ものを対象とする。 

ただし、専門家の関わり方とし

ては、専門家自らが直接改善支援

を行う、又は総括的に進捗管理を

行うことを要件とする。 

（１）コンサルティング料、謝金 

（２）その他（旅費、消耗品、通信

運搬費など）BCPの改善に必

要な経費 

５ 補助率 ２分の１ ３分の２ ２分の１ 

６ 限度額 50 万円（ただし、第４条第２項に

より算定した額が 30 万円に満た

ない場合は、本補助金を交付しな

い。） 

100 万円（ただし、第４条第２項に

より算定した額が 30 万円に満た

ない場合は、本補助金を交付しな

い。） 

15 万円 

７ 利用回数 対象者につき１回を限度とする。 対象者につき１回を限度とする。 対象者につき策定・改善の区分に

応じ、それぞれ１回を限度とする。 

 



様式第１号（第５条関係、第７条関係） 
 

○○年度鳥取県中小企業災害対応力強化支援事業 
防災措置型 
地域連携型 実施（変更）計画書 

BCP 策定・改善型 
 
１ 企業の概要等 

企業の概要 名称  

所在地等 
〒 

業種  資本金  

従業員数  

連絡先 部課係名  

職・担当者名  

電話番号  FAX  

メールアドレス  

２ 事業計画 

事業計画の期間     年  月  日 ～    年  月  日 

事業目的 

 

 

 

事業内容 

※防災措置型・地域連携型にあっては導入する機器等講じようとしている防災措置

の内容、BCP 策定・改善型にあっては策定理由、実施体制等について具体的に記

載してください。 

 

 

 

事業効果 

※防災措置型・地域連携型にあっては防災措置を講じることで期待される効果、

BCP 策定・改善型にあっては BCP 策定・改善により期待される効果について記載

してください。 

 

 

 

防災措置型のみ記載 

 BCP 策定状況 
・策定済      ・未策定 

※BCP の策定状況について、「策定済」、「未策定」のいずれかに○をしてください。 

 

BCP の策定・見

直しに向けた

取組の状況又

は予定 

※BCP 策定・見直しに向けた取組状況、BCP 策定・見直しに向けたスケジュール等

について記載してください。 

 

 

 

参加中又は参加

予定のセミナー

等（○○年度中

に開催されるも

のに限る。） 

※BCP 未策定企業は必ず記載してください。（該当箇所にチェック） 

□鳥取県「BCP 普及啓発セミナー」への参加 

□鳥取県「BCP 策定ワークショップ」への参加 

□鳥取県「震災等対策アドバイザー派遣制度」の利用 

□鳥取県「BCP 策定支援事業補助金」の利用 

□その他セミナー等への参加（概要がわかるチラシ等を添付） 

（具体的に記載：                     ） 

BCP 策定・改善型のみ記載 

 

専門家 

活用する専門家（事業者）の名称 

（                            ） 

 

専門家の有する資格又は所属企業の BCP に係る認証制度 

□ＮＰＯ法人事業継続推進機構が認定する事業継続主任管理者 

□事業継続マネジメントシステムの運用実践（ISO22031/BS25999） 

※別途公募要領に定める書類を添付してください。



様式第２号（第５条関係、第７条関係、第８条関係） 
 

○○年度鳥取県中小企業災害対応力強化支援事業収支予算（決算）書 

１ 収入の部 

（単位：円） 

科目 金額 資金の調達先 

自己資金   

借入金   

補助金   

その他   

補助事業総額   

２ 支出の部 

（単位：円） 

経費内容 発注先／所在地 
補助事業に要

する経費 

補助対象 

経  費 

負担区分 

補助金負担 自己負担 

      

    

    

    

    

小計（※補助率１／２） 

（※補助金負担は千円未満切り捨て） 

（   ） （   ） （   ） （   ） 

（注）１ 委託費及び工事費のうち、補助対象経費とできるものは、やむを得ない事情があるものとして事

前に県が認めた場合を除き、県内事業者が実施したものに限る。 

２ やむを得ない事情で県外事業者に業務の委託又は工事請負契約の発注を行おうとする場合は、こ

の要綱第４条第４項の規定に基づき、別紙様式「県外発注理由書」に必要事項を記載の上、収支

予算書とあわせて提出し、県に協議すること。 

３ 括弧内には交付決定時の金額を記載すること。 

４ 必要に応じて行を増やして使用すること（１ページに収まらなくても構わない）。 

 



様式第２号 別紙 
県外発注理由書 

経費内容 発注先（事業者名／所在地） 
当該経費に係る 

県内事業者の状況 

県内発注できない理由、

県外発注でなければなら

ない理由 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 



様式第３号（第６条関係） 
年  月  日 

                   様 

 

鳥取県知事 ○○ ○○   印 

 

○○年度鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県中小企業災害対応力強化

支援補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32 年鳥取県規則第 22

号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則

第８条第１項の規定により通知します。 

 

１ 対象事業 

本補助金の補助事業の内容は、○○○○○○○○○とする。 

 

２ 交付決定額等 

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合

におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

（１）算定基準額  金○○○○○○円 

（２）交付決定額  金○○○○○○円 

 

３ 経費の配分 

本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、○○○○とする。 

ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。 

 

４ 交付額の決定 

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付

要綱（平成 30 年 10 月 30 日付第 201800196375 号鳥取県商工労働部長通知。以下「要綱」という。）第４条

第２項及び第６条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の交付決定額（変更された場合は、変更後

の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。 

 

６ 委託及び工事請負に係る経費に関する取り扱い 

県外事業者へ業務を委託する経費及び県外事業者を相手方とする工事請負契約に係る経費については、交

付決定時に認められた相手方以外への支出は、補助対象経費として認められない。変更を希望する場合は、

事前に県に協議し、県の承認を得ること。なお、現時点の申請内容において協議が必要となる委託又は工事

請負契約に係る経費は、様式第２号に記載した経費及び申請書に記載のない委託に係る経費とする。 



様式第４号（第８条関係） 
 

○○年度鳥取県中小企業災害対応力強化支援事業 
防災措置型 
地域連携型 実施報告書 

BCP 策定・改善型 
 
 

事業実施期間   年  月  日 ～   年  月  日 

実施した 

事業内容 

※計画書に記載した内容に沿って、取組内容を具体的に記載すること。当初計画から

の変更点があれば、変更内容、経緯等についても記載すること。 

 

 

 

 

 

事業の成果・ 

評価 

 

 

 

 

 

 

BCP 策定状況 

・策定済      ・未策定 

※BCP の策定状況について、「策定済」、「未策定」のいずれかに○をしてください。

「未策定」の場合は、下欄に今後 BCP 策定に向けて進めようとしている取組内容

を記載してください。 

参加中又は参加予

定のセミナー等 

※BCP 未策定企業は必ず記載してください。（該当箇所にチェック） 

□鳥取県「BCP 普及啓発セミナー」への参加 

□鳥取県「BCP 策定ワークショップ」への参加 

□鳥取県「震災等対策アドバイザー派遣制度」の利用 

□鳥取県「BCP 策定支援事業補助金」の利用 

□その他セミナー等への参加（概要がわかるチラシ等を添付） 

（ 具 体的 に記 載：                      ） 

※本事業の実施に伴って BCP の策定・改善を行った場合は、当該策定・改善後の BCP を添付すること。 
※「BCP 策定状況」欄及び「参加中又は参加予定のセミナー等」欄については、防災措置型の事業を実施し

た場合のみ記載のこと。 
 



様式第５号（第８条関係） 
 

  年  月  日 

 

 

 鳥取県知事           様 

 

 

所 在 地 

名  称 

代表者名     印 

 

 

○○年度仕入控除税額確定報告書 

 

 

 鳥取県中小企業災害対応力強化支援補助金交付要綱第８条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 補助金の確定額及び補助対象経費の額 

（１）補助金の確定額        金○○○○○○○円 

（２）補助対象経費の額       金○○○○○○○円 

 

２ 実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除税額） 

金○○○○○○○円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額 

                  金○○○○○○○円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２＞０の場合） 

         １の（１） 

  （３－２）×───────   金○○○○○○○円 

         １の（２） 

 

 （注）別紙として積算の内訳を添付すること。 


